水道施設等移管協定書
春日部市水道事業管理者（以下「甲」という。）と

（以下「乙」という。）は、春日部市　　　　　　　　　　　　　　　　　番地

　　　　　　　　 　　　　団地・住宅地の建物へ給水のために設けた給水管及び制水弁等の移管について、次のとおり協定を締結する。

記

（目　的）
第１条　この協定は、乙が整備した水道施設の公道上での漏水による二次災害の防止、早急な供給の再開等緊急の対応を適切に行い、市民への影響を最小限にするため、水道施設を甲に移管することを目的とする。

（移管施設）

第２条　水道施設工事竣功後、給水本管・制水弁及び消火栓を甲に無償で移管するものとする。
（移管施設の口径等）
第３条　給水管にあたっては、公道内に埋設された管で、口径５０ミリメートル以上の給水本管（引込管を除く。）及びこれに付属する器具とする。
　２　制水弁にあっては、移管となる給水本管に取付けてあるものとする。
　３　消火栓にあっては、春日部市消防本部との協議により設置したものとする。

（移管手続）

第４条　乙は、水道施設を移管する場合は、給水装置工事竣功届出書及び水道施設等移管申出書（様式第１号）を同時に甲に提出し、移管検査を受けなければならない。

（維持管理）

第５条　甲に移管された水道施設は、甲が維持管理を行うものとする。それ以外の施設は、乙が維持管理を行うものとする。
（移管検査）
第６条　給水装置工事竣功検査は、移管検査を兼ねることができる。ただし、移管される水道施設の規模によっては、この限りでない。
　２　移管検査には、新たに設置される消火栓の検査を含むものとする。
（移管施設の引渡日）
第７条　移管施設の引渡日は、移管検査合格日以降で、甲が移管を受けた証として水道施設等移管済証（様式第２号）を交付した日とする。
（移管施設の保障期間）
第８条　甲に移管する水道施設の乙の保障期間は、引渡後一年とし、保障期間内に設計・製作及び施行に起因して生じた修理又は取替えは、乙の負担で行うものとする。

（有効期間）
第９条　この協定書の有効期間は、本協定締結の日から移管施設が埋設されている期間とする。
（その他）
第１０条　この協定に定めのない事項及び前各条に疑義を生じた場合には、その都度甲、乙協議して処理するものとする。
　以上、協定締結の証として本協定書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、おのおの１通を保有する。

　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　住　所　

　　　　　　　　　　　　甲　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　乙　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
